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東京証券取引所グループと大阪証券取引所の

経営統合について
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今後の競争力強化に向けた経営統合

東京証券取引所グループ東京証券取引所グループ

統合新会社統合新会社

大阪証券取引所大阪証券取引所

 東証一部・TOPIX先物・国債先物を中心に、グローバ

ルで有数の規模を誇る総合取引所

 上場、売買から清算・決済に至るまでの垂直統合され
たグループ体制

 ブランド力に裏打ちされた現物市場における高い
ドミナンス

 東証一部・TOPIX先物・国債先物を中心に、グローバ

ルで有数の規模を誇る総合取引所

 上場、売買から清算・決済に至るまでの垂直統合され
たグループ体制

 ブランド力に裏打ちされた現物市場における高い
ドミナンス

 日経225先物・オプションを中心に、デリバティブ取引

において国内 大のシェアを誇る取引所

 新興市場であるJASDAQ市場を運営
（上場会社数でアジア 大）

 国内取引所で唯一株式を上場

 日経225先物・オプションを中心に、デリバティブ取引

において国内 大のシェアを誇る取引所

 新興市場であるJASDAQ市場を運営
（上場会社数でアジア 大）

 国内取引所で唯一株式を上場

 現物取引とデリバティブ取引双方において、国内での確固たる地位を確立

 規模の拡大・金融商品の多様化・コスト削減によるグローバル競争力の強化

 市場機能の集約、取引システムの統一化による取引参加者・投資家の利便性の向上

 現物取引とデリバティブ取引双方において、国内での確固たる地位を確立

 規模の拡大・金融商品の多様化・コスト削減によるグローバル競争力の強化

 市場機能の集約、取引システムの統一化による取引参加者・投資家の利便性の向上



日本経済のエンジン日本経済のエンジン アジアの金融ハブアジアの金融ハブ

グローバル・プレーヤーとしての地位確立グローバル・プレーヤーとしての地位確立

 国内外の資金が集まることで企業の資本調達
が容易となり、上場企業による積極的な投資
や海外展開、震災からの復興需要への対応を
下支え

 多様な上場商品に対して効率的に投資する機
会を幅広く提供することで、国内金融資産の運
用効率化に貢献

 日本の復興やアジアの成長に投資する機会を世界中の投資家に対して提供する、先進国の洗練されたグローバル取
引所としての独自性を確立

 欧米の主要取引所との提携を軸に、グローバル・ネットワークを生かした商品開発や相互上場、システム開発を展開し、
グローバル・プレーヤーとしての地位を維持・強化

 世界トップクラスの経済規模とインフラストラク
チャーを背景に、信頼される日本市場を通じて、
日本を含む世界中の投資家がアジアに投資す
る流れを促進

 アジア企業の上場に加え、アジア関連のETF
及びデリバティブ商品の上場を推進

新グループが目指す方向性

Japan Asia

Global

2



投資家投資家

証券会社証券会社

上場企業上場企業

統合により利用者が得られるメリット

 市場の流動性向上による投資対象としての魅力向上を通じた

資金調達の利便性向上

 両社のノウハウを活かした、より充実したコーポレート・サービスの
享受

 システム投資の削減や対応の負担軽減等による、取引コストの

削減

 投資家による取引の活性化を通じた収益機会の増加

 証拠金の一本化による資金効率向上・流動性の増加

 取引所のシステム性能の向上による利便性の向上

 同一プラットフォームにおける上場商品の充実による投資機会の
拡大
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シナジーの創出

取引手数料の増加取引手数料の増加

情報関係収入の増加情報関係収入の増加

上場関係収入の増加上場関係収入の増加

インフラ強化による
キャパシティの増加

インフラ強化による
キャパシティの増加

新商品の開発新商品の開発

システム関連の
コストシナジー

システム関連の
コストシナジー

 同一プラットフォーム上で売買可能な商品の増加による、参加者やコロケーションサービスのユー
ザーの利便性の向上

 流動性の向上による新規上場銘柄及び新規参加者の増加

 デリバティブについては、清算機関の統合による担保効率の向上に伴うポジションの拡大

 提携先取引所の増加に伴う協働エリアの拡大

 上場誘致活動や、日経ミニやFX等のマーケティング活動等、双方のマーケティング基盤の活用によ

る強化

 上場銘柄の増加、それらの複合的分析情報等、提供情報の多様化による情報提供サービスへの

需要拡大

 より魅力的な取引所となることで、国内外の企業によるIPO数の増加による収益機会が拡大

 規模の拡大により投資効率が向上すると共に、開発に投入可能な資本力が向上

 NT倍率等、両社の有する商品をクロスオーバーした新商品の開発

 両社で重複しているシステム運営上のランニングコスト

 システムの統一化に伴い減少が見込まれる分の減価償却費

 年間70億円程度

– システム関連のコストシナジーはシステムの統一後に実現
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第一ステップ（公開買付）第一ステップ（公開買付）

全体像全体像

買付価格買付価格

買付開始日・期間買付開始日・期間

買付予定数買付予定数

第二ステップ（合併）第二ステップ（合併）

合併比率合併比率

合併期日合併期日

統合ストラクチャー

 東京証券取引所グループと大阪証券取引所の経営統合（持株会社方式）

 第１ステップ： 東京証券取引所グループによる大阪証券取引所に対する公開買付け
第２ステップ： 大阪証券取引所を存続会社とする合併

 統合持株会社株式を本件統合の完了日又はその後速やかに東京証券取引所市場第一部に上
場させること、あわせて、大阪証券取引所市場第一部に市場変更を行うことを目指す

 大阪証券取引所の普通株式1株当たり480,000円

 未定（公正取引委員会による統合の承認を前提）

 大阪証券取引所の議決権の過半数（135,001株）を下限とし、2/3未満（179,999株）を上限とし

て買付け

 応募株券等の総数が買付予定数の上限を超える場合は、あん分比例により買付け

 東京証券取引所グループ1株に対して、大阪証券取引所の普通株式0.2019株を割り当て

 2013年1月1日（予定）
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統合持株会社統合持株会社

自主規制法人
（東証自主規制法人）

自主規制法人
（東証自主規制法人）

清算機関
（JSCC）

清算機関
（JSCC）

現物市場運営会社
（東証）

現物市場運営会社
（東証）

デリバティブ市場運営会社

（大証）

デリバティブ市場運営会社

（大証）

統合後の組織再編の概要

速やかに行う組織再編については、以下のイメージ図の通り
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統合持株会社の社名・ガバナンス

取締役兼グループCEO（ 高経営責任者）取締役兼グループCEO（ 高経営責任者）

取締役兼グループCOO（ 高執行責任者）取締役兼グループCOO（ 高執行責任者）

機関設計機関設計

新社名新社名
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 東京証券取引所グループ代表執行役社長（予定）

 大阪証券取引所代表取締役社長（予定）

 委員会設置会社

 株式会社日本取引所グループ（仮称）

 Japan Exchange Group, Inc．（tentative name ）



経営統合までの今後の流れ

統合契約の締結
– 以下のスケジュールは公正取引委員会による統合の承認を前提

公正取引委員会による企業結合審査開始

東京証券取引所グループによる大阪証券取引所への公開買付け開始

合併契約の締結（公開買付けの成立が前提）

臨時株主総会での合併契約の承認（東京証券取引所グループ・大阪証券取引所）

合併の効力発生日／日本取引所グループ（仮称）の発足

本日

2011年12月頃

2012年夏頃

2012年秋頃

2013年1月1日

（予定）
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補足資料



垂直統合による高い付加価値

東京証券取引所グループ東京証券取引所グループ 大阪証券取引所大阪証券取引所

注
1. 持分法適用関連会社

(1)

(1)

海外の取引所でも数少ない、上場、売買、清算及び決済から情報サービスに至るまで、
垂直統合による高い付加価値のビジネスモデルを展開

取引所
金融商品市場

金融商品取引
清算機関

振替機関
（決済）
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バランスの取れた事業ポートフォリオ

注
1. 東京証券取引所グループ： TOPIX先物、長期国債先物、オプション等； 大阪証券取引所：日経平均株価先物、日経225ミニ、日経225オプション、FX等

2. 基本料、アクセス料、システム利用料等
3. 東京証券取引所グループと大阪証券取引所の単純合算

東京証券取引所グループ – 2010年度東京証券取引所グループ – 2010年度 統合新会社プロフォーマ (3) – 2010年度

現物

33 . 7%

デリバティブ

7 . 9%

その他取引手数料等

9. 1%

上場関係収入

17 . 3%

情報関係収入

19 . 4%

その他

12 . 7%

営業収益： 570億円

(2)

(1)

現物に強み

大阪証券取引所 – 2010年度大阪証券取引所 – 2010年度

現物
10.4%

デリバティブ
36.9%

その他取引手数料等
12.6%

上場関係収入
8.3%

情報関係収入
30.8%

その他 1.0%

営業収益： 230億円

(2)

(1)

デリバティブに強み

現物
27.0%

デリバティブ
16.2%

その他取引手数料等
10.1%

上場関係収入
14.7%

情報関係収入
22.7%

その他
9.3%

営業収益： 800億円

(2)

(1)

補完的な強みの組み合わせによる
バランスの取れたポートフォリオ

補完的な強みの組み合わせによるバランスの取れた事業ポートフォリオを実現
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 高速性・信頼性・拡張性を兼ね備えた現物売買システム

 注文応答時間の高速性と注文、約定、注文板などの取引情報をメモリ上で
三重化して保護する信頼性とを両立

世界 高水準のITインフラストラクチャー

2010年1月稼働

2011年2月稼働

2011年11月稼働

現
物

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ

世界 高水準のITインフラストラクチャーを有する両社が統合することで、コスト削減を実現

しつつ、グローバル・レベルでの競争力を確保し続けることが可能に

 世界標準の取引機能と注文処理性能を備えた新デリバティブ売買システム

 「取引制度のグローバル化」、「世界水準のパフォーマンス」、「アクセサビリ
ティの向上」を実現

 NYSE Liffe取引所 で使用されているLIFFE CONNECT®をベースに開発

 高速性・信頼性に加え、様々なストラテジーに対応可能な機能を実装

(1)

注
1. 世界 高水準の流動性を持つデリバティブ取引所
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ディスクレーマー

【インサイダー規制】
本資料に含まれる情報を閲覧された方は、金融商品取引法第167条第３項及び同施行令第30条の規定により、内部者取引（いわゆるインサイダー取引）規制に関する第一次情報受領者とし

て、経営統合の合意に関するプレスリリースの発表（平成23年11月22日大阪証券取引所の適時開示情報閲覧サービスにおいて公表された時刻）から12時間を経過するまでは、大阪証券取引
所株式の買付け等が禁止される可能性がありますので、十分にご注意ください。万一、当該買付け等を行ったことにより、刑事、民事、行政上の責任を問われることがあっても、東京証券取引
所グループ及び大阪証券取引所は一切責任を負いかねますので、あらかじめご了承ください。

【勧誘規制】
本資料は、本公開買付けを含む本経営統合について一般に公表するための記者発表資料であり、本公開買付けに係る売付け等の申込みの勧誘又は買付け等の申込みを目的として作成さ

れたものではありません。本公開買付けが開始される場合において、売付け等の申込みをされる際は、必ず本公開買付けに関する公開買付説明書をご覧いただいた上で、株主様ご自身の判
断で申込みを行ってください。本資料は、有価証券に係る売却の申込みもしくは勧誘、購入申込みの勧誘に該当する、又はその一部を構成するものではなく、本資料（もしくはその一部）又はそ
の配布の事実が本公開買付けに係るいかなる契約の根拠となることもなく、また、契約締結に際してこれらに依拠することはできないものとします。

【将来予測】
本資料の記載には、米国1933年証券法（Securities Act of 1933）（その後の改正を含みます。）第27Ａ条及び米国1934年証券取引所法（Securities Exchange Act of 1934）（その後の改正を含

みます。）第21Ｅ条で定義された「将来に関する記述」が含まれています。既知もしくは未知のリスク、不確実性又はその他の要因により、実際の結果が「将来に関する記述」として明示的又は
黙示的に示された予測等と大きく異なることがあります。東京証券取引所グループ又はその関連会社及び大阪証券取引所は、「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された予測等
が結果的に正しくなることをお約束することはできません。本資料中の「将来に関する記述」は、本資料の日付の時点で東京証券取引所グループ及び大阪証券取引所が有する情報を基に作成
されたものであり、法令又は金融商品取引所の規則で義務付けられている場合を除き、東京証券取引所グループ又はその関連会社及び大阪証券取引所は、将来の事象や状況を反映するた
めに、その記述を更新したり修正したりする義務を負うものではありません。

【言語】
本公開買付けを含む本経営統合に関するすべての手続は、特段の記載がない限り、すべて日本語において行われるものとします。本公開買付けを含む本経営統合に関する書類の全部又は

一部については英語で作成されますが、当該英語の書類と日本語の書類との間に齟齬が存した場合には、日本語の書類が優先するものとします。

【その他の国】
国又は地域によっては、本資料の発表又は配付に法令上の制限が課されている場合があります。かかる場合にはそれらの制限に留意し、当該国又は地域の法令を遵守して下さい。本公開

買付けの実施が違法となる国又は地域においては、仮に本資料又はその訳文が受領されても、本公開買付けに関する株券の売付け等の申込みの勧誘又は買付け等の申込みをしたことには
ならず、単に情報としての資料配布とみなされるものとします。

【米国における公開買付けとの相違】
本公開買付けは、公開買付者である東京証券取引所グループにより、日本で設立された会社である大阪証券取引所の証券を対象として行われるものです。これらの会社は日本に所在し、全

ての役員及び取締役は日本の居住者であるため、当該公開買付けに関して米国証券諸法に基づいて生じる可能性のある権利及び請求を執行することは困難な場合があります。これらの会社
又はその役員もしくは取締役を、米国証券諸法への違反を理由として日本の裁判所に訴えることはできない可能性があります。また、これらの会社及びその関連会社に対し、米国裁判所の判
決に従わせることは困難な場合があります。

本公開買付けは、日本の金融商品取引法で定められた手続及び情報開示基準を遵守して実施されますが、これらの手続及び基準は、米国における手続及び基準とは必ずしも同じではあり
ません。特に米国1934年証券取引所法（Securities Exchange Act of 1934）（その後の改正を含みます。）第13条(e)項又は第14条(d)項及び同条の下で定められた規則は本公開買付けには適
用されず、本公開買付けはこれらの手続及び基準に沿ったものではありません。本資料に含まれる全ての財務情報は日本の会計基準に基づいており、米国の会計基準に基づくものではなく、
米国の会社の財務情報と同等のものではありません。
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